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Ⅰ　は じ め に

　組織コミットメントとは，「人がある特定の組
織に対して持つ一体感（identification）およびその
組織への関与（involvement）の相対的強さ」と定
義される（Porter et al., 1974）。一般的に，高い組
織コミットメントが従業員のパフォーマンスや職
務満足並びにクリエイティヴィティにプラスの影
響を与え，一方自発的離職意思に負の影響を与え
ることが，多くの先行研究で実証された（Adams 

and Beehr, 1998; Bluedorn, 1982; Cohen, 1999; Iverson 

and Roy, 1994,など）。したがって，特に国際競争
がますます激しくなっている今日，従業員の組織
コミットメントを高めることが，組織にとって，
とりわけ重要な課題になっている。
　一方，組織コミットメントの規定要因に関する
研究も，数多くなされてきた。しかし，それらの
先行研究は，職務満足度や組織公正，OCBなど
の心理的要因に焦点を当てるものはよく見られる
ものの（たとえば，Organ, Podsakoff and MacKenzie, 

2006; Deci, 1975,など），組織の人材マネジメント
方式がいかに組織コミットメントに影響をもたら
すかという，両者を直接結びつける研究はほとん
どなかった。本研究は，ここに着目し，日本的人
材マネジメント方式の特徴の 1つと指摘されてい
る「遅い選抜昇進スタイル」（小池，1991）が，多
国籍企業の個人従業員の組織コミットメントに対
しいかに影響をもたらすかについて，明らかにし
ようとするものである。さらに，遅い昇進選抜ス
タイルが機能する条件として，組織公正をメディ

エーターとして投入し，仮説を構築し，検証を
行った。
　本研究は，企業の HRM政策と従業員の組織コ
ミットメントの関係に注目したが，学術的な空白
を補足だけでなく，海外現地のデータを用いて分
析する点では実務においても非常に有意義だから
である。経済産業省の『通商白書』（2011）は，
2008年に 6兆 7900億ドルだったアジアの消費市
場の規模は 2018年には 13兆 6600億ドルにまで
拡大する見込みであると指摘した。その急成長を
遂げたアジア市場に対し，日本の国内市場では，
ほとんどの産業の国内生産額がここ数年横ばいも
しくは減少傾向が見られ，飽和状態にあるといえ
よう。したがって，日本企業にとって，海外進出
は避けられない課題であろう。しかし，欧米諸国
の企業に比較し，日本企業の海外事業展開，特に
人材獲得および管理育成は，問題視されている
（趙，2002；持丸，2004,など）。また，日系企業だ
けに分析を集中するのではなく，欧米諸国企業の
現地子会社との比較を通じ，より良い改善策を見
出せるのではないかと考え，本研究の研究対象を
多国籍企業とした。
　なお，検証に用いたデータは，中国上海の多国
籍企業の従業員を対象に収集されたものである。
1つの都市に限定した理由は，地域格差の影響を
排除し，より適切な結論に導くためである。さら
に，中国屈指の経済発展を遂げた上海の経験は，
中国国内の都市のみならず，アジア圏において類
似する文化背景を持つ発展途上国での事業展開に
も，有意義なインプリケーションをもたらすこと
が期待できよう。
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Ⅱ　先行研究と仮説

1　遅い選抜昇進スタイル

　小池（1991）は，日本的人材マネジメントの特
徴を「遅い昇進選抜スタイルの実施と幅広い専門
性の育成」と定義した。しかし一方で，日系企業
が昇進選抜を行うタイミングについての議論は，
未だに続いている。ただし，先行研究を概観する
と，遅い昇進を主張する研究は，早い昇進を主張
する研究より多いことから，総じて日本の昇進ス
タイルは遅い昇進が主流だといって良いであろう
（前浦，2008）。ここでの「遅い昇進」というのは，
現代日系企業の昇進選抜には 2つの段階が存在し，
初期は僅差で，一定期間を過ぎると格差が拡大し，
昇進できる者とそうでない者に分かれるという昇
進選抜スタイルのことである。第 1段階は入社後
10年から 15年ほどの，決定的選抜の前の期間で
ある。その期間での大卒ホワイトカラーは，ほぼ
横一線に昇進していく。もちろん少数の脱落者も
いるし，残る多数もまったく差がつかないわけで
はないが，少なくとも表面ではその差は僅かで，
時にはその差を取り返せる。そして，入社して
15年ほどを経過した時期に，決定的な選抜，つ
まり重要な管理職への選抜が行われる。この段 
階では，選抜がきわめて激しくなり，同じ勤続 
層でも差が大きくなる（小池，1991, 2007；岩田，
1977；竹内，1995,など）。
　では，遅い昇進選抜スタイルがどのように従業
員の組織コミットメントに影響するのか。Allen 
and Meyer（1996）によると，組織コミットメン
トは，愛着的コミットメント，持続的コミットメ
ント，規範的コミットメントという 3つの下級次
元に分けられる。遅い選抜スタイルは，まず持続
的コミットメントに正の影響を及ぼすことになる
だろう。なぜなら，仮に企業が遅い選抜形式を実
施する場合，勤続年数自体が次第に昇進の重要な
指標の 1つとなる。その場合，もし従業員が決定
的な選抜が行われる前に離職という行動を選択す
れば，これまで貯蓄されてきた勤続年数をまたゼ
ロから計算しなおすことになってしまう。した
がって，Becker（1964）のサイドベット理論によ
ると，従業員のこれまでの組織に対する投資（こ

こでは勤続年数つまり年功にあたる）を回収できな
い限り，もしくはこの損失をカバーできるなんら
かのメリットを得られない限り，現在の組織に残
りたい従業員の気持ちが勤続年数の増加とともに
強くなり，持続的コミットメントの向上に寄与す
ることになるであろう。他方，長年同じ組織に所
属することで，愛着的コミットメントの増加も期
待できよう。したがって，以下のことが言えよう。

仮説 1：従業員の遅い昇進選抜スタイルへの
認知度が，該当従業員の組織コミットメン
トに正の影響を及ぼす。

2　メディエーター：組織公正

　いわゆる日本的人材マネジメント方式は，人事
管理上の明確な手法として定義され，1980年代
には日本企業の国際競争力の源泉の 1つとして推
奨された（Ouchi, 1983; Dohse, Jurgens and Nialsch, 

1985）。だが，その後日本企業の業績の悪化につれ，
世論もまた一転して，日本的人材マネジメント方
式が，逆に日本企業がグローバル市場で苦戦する
原因の 1つとして批判されるようになった（趙，
2002）。あらゆる情況に対応できる人材マネジメ
ント方式は存在しないのと同じく，まったく優れ
たところのない管理方式も存在しないはずである。
ならば日本的人材マネジメントは，どういった条
件の下で本領を発揮できるのであろうか。ここで
まず重要視しなければならないのが，組織公正で
あろう。なぜならば，日本企業は，自らの人材マ
ネジメントにおいて，強い自国中心主義傾向の管
理手法が見られ，海外のローカルスタッフのモチ
ベーションや組織コミットメントに負の影響を与
えていると指摘されているからである（Rochelle, 

1998）。したがって，日本的人材マネジメント政
策が，特にグローバル環境において本当の実力を
発揮できるかどうかは，従業員の組織公正によっ
て大きく左右される。
　組織公正とは，職務およびその環境に直接的に
関連する諸決定に対する公正感を示す概念であ 
り，さまざまな組織現象と関わりを持っている
（Greenberg, 1987）。また，組織公正と組織コミッ
トメントとの間に強い相関関係があることが，す
でに多くの先行研究で実証された（Konovsky and 

Folger, 1989; Mcfarlin and Sweeney 1992; Khatri and 

Fern, 2001）。



56

徐　毅菁：日本的人材マネジメント方式が従業員の組織コミットメントに及ぼす影響

　ここで 1つの問題が，組織公正と人材マネジメ
ント方式の相互関係である。まさに鶏と卵の命題
のように，組織公正と人材マネジメントの因果関
係は，時や情況によって逆転する場合がしばしば
ある。管理者の視点からすると，組織公正が保た
れてはじめて，日本的な管理手法――遅い昇進選
抜スタイル――が初めて機能可能な環境になる，
つまり，組織公正が，モデレーター的な役割を担
うであろう。一方，従業員の立場からすると，文
書化したルール，人事部のシステム，上司からの
評価，個人に与えられた報酬など，さまざまな側
面から，企業の人材マネジメント方式を認識し，
それらの結果によって，自ら所属している組織の
組織公正に対する認知度が変化する，というかた
ちで組織公正がメディエーター的な役割を担うで
あろう。したがって，多国籍ローカルスタッフを
研究対象とする本研究では，個々の従業員の視点
から分析を展開することから，組織公正をメディ
エーターとして扱うのが，より合理的であろう。
　さらに，組織公正には，分配的公正（distributive 

justice），手続き的公正（procedural justice）および
相互関係的公正（interactional justice）という 3つ
の下位次元があると指摘される。それぞれ説明す
ると，まず分配的公正とは，資源や成果の配分に
対して要求される公正である。これは，自己の貢
献に対する報酬の比率や同僚などの比較対象のそ
の比率との比較によって認知される（Adams, 

1965）。次に手続き的公正とは，資源や成果の配
分の決定手続きもしくはプロセスに対して要求さ
れる公正であり，決定手続きにおいて，当事者が
どれだけ意思表示をできるチャンスがあるのかに
よって決まる（Thibaut and Walker, 1978）。最後に
相互関係的公正とは，資源や成果の配分手続きの
執行において，影響力を持つ人物との対人関係に
対して要求される公正で，その人物が当事者にど
れだけ尊敬を持って礼儀正しく接したかによっ 
て決まる（Bies and Moag, 1986）。Khatri and Fern
（2001）の研究では，シンガポール，マレーシア，
韓国および台湾において，従業員の高離職率につ
いての実証研究を行った結果，分配的公正より，
手続き的公正が現地従業員の離職意思に大きく寄
与することが指摘されている。この結果から，組
織公正の 3つの下位次元は，それぞれ異なるプロ
セスを通じ，従業員の組織コミットメントに影響

を及ぼすことが十分考えられ，したがってそれぞ
れ個別に検証する必要があるだろう。

仮説 2：分配的公正が，従業員の遅い昇進選
抜スタイルへの認知度と組織コミットメン
トの相関関係をメディエートする。
仮説 3：手続き的公正が，従業員の遅い昇進
選抜スタイルへの認知度と組織コミットメ
ントの相関関係をメディエートする。
仮説 4：相互関係的公正が，従業員の遅い昇
進選抜スタイルへの認知度と組織コミット
メントの相関関係をメディエートする。

Ⅲ　検　　証

　以上の仮説を検証するために，電子メールに
よって質問紙調査を行った。調査は 2011年 10月
14日から同年 10月 23日にかけて，中国上海の
企業に勤めているホワイトカラーのローカルス
タッフを対象に実施された。アンケートは無作為
に配布されており，総配布数は 798部，有効回収
数は 217部，有効回収率は 27.2％であった。その
うち，現在所属する企業の資本形態について，国
営および民営と答えたのが 44人で，本研究の対
象である「多国籍企業」ではないため，分析する
際に該当データを排除した。なお，すべての質問
項目において，本調査前にプレテストを行い，誤
解を招きやすい表現を修正した。また，調査が匿
名で実施されること，並びに回収されたすべての
データは本研究のみに使われる旨が全参加者に伝
えられた。
　分析に用いる 173部の回答者の属性は，男性
72名（41.6％），女性 101名（58.4％）である。平
均年齢 27.2歳で，平均勤続年数 5.3年である。学
歴に関しては，67.7％が大卒で，うち 13.8％が修
士課程を修了している。

1　測 定 尺 度

1-1　従 属 変 数
　組織コミットメントを測定する際に，Allen 
and Meyer（1990）の 3次元尺度を採用した。彼
らの尺度は，愛着的（affective）要素，持続的
（continuance）要素，規範的（normative）要素の 3
因子にわけられており，それぞれ 3問ずつ計 9問
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で測定した（信頼性係数 a=0.90）。

1-2　独 立 変 数
　まず，選抜スタイルの測定方法について説明す
る。前述したように，選抜のタイミング，つまり
何年までが「早い昇進」，何年からが「遅い昇進」
という境目を厳密に定義するのは，きわめて困難
なことである。したがって，本研究では，稲継
（1996）の定義に基づき，「昇進において，同じ時
期に入社した従業員の間で，＿年目から差が出て
くると感じられる。」という質問項目を作成した。
そして，格差を体感したタイミングが遅いほど，
回答者が現在所属する企業の昇進選抜スタイルを
「日本式的」と認識しているとする。
　次に，組織公正に対する認知度の測定には，
林・大淵（1999），大倉・金井（2004）を参考に，
従業員の貢献と給与や待遇の交換関係（分配的公
正），意思決定や情報共有の手続き的構造（手続
き的公正），そして上司の部下に対する態度や行
動（相互関係的公正）の 3次元計 9項目で測定した。
具体的には，分配的公正の質問例は「私が得てい
る給与や待遇は，私の業務内容に見合った公正な
ものである。」で，信頼性係数 a＝0.91であった。
手続き的公正の質問例は「この会社のシステムや
手続きは，私たち社員が，物事の決定に必要な情
報を正確に集めることができるようになってい
る。」で，信頼性係数 a＝0.90であった。なお，
相互関係的公正に関しては，当初 3問で測定した
が，信頼性係数 aが低かったため，1問を削除し，
反転項目の 2問で構成した。質問例は「上司は，
何かを決定する際，どちらかというと上司自身に
とって都合のいい決定をする傾向がある。」で，
信頼性係数 a＝0.77であった。

1-3　コントロール変数
　個人的背景要因としては，いずれも先行研究に
おいて従業員の組織コミットメントに影響を及ぼ
す変数であるとされる性別，年齢，婚姻，学歴，
勤続年数，自発的離職回数を尋ねた。
　一方，職務満足度については，組織コミットメ
ントとの因果関係が，今日に至っても議論の焦点
であり実証されていないが，非常に緊密な相関関
係にあることが，数多くの実証研究で指摘されて
いる（高木，2003,など）。したがって，より正確

な結果を導くため，職務満足度は本研究の仮説と
直接な関係をもたせず，重回帰分析を行う際に，
コントロール変数として取り入れた。なお，職務
満足度を測定する際には，よく知られている尺 
度基準の 1つである，Weiss et al. （1967）の開 
発した「ミネソタ満足度質問表（MSQ：Minesota 

Satisfaction Questionnaire）」を高橋（1999）が短縮
化したものである。「職務満足」「自己成長満足」
「報酬満足」「上司満足」および「同僚満足」の 5
因子計 20問で測定した（a＝0.94）。
　なお，ここで改めて強調しておかなければなら
ないのは，いわゆる日本的人材マネジメントとい
うのが，日本企業で行われている人材管理策では
なく，特定の管理手法の一種として定義されるも
のである（Ouchi, 1983）。つまり，欧米企業であれ，
日本企業であれ，どの国の企業でも，日本的人材
マネジメント手法を自由に使うことができる。し
たがって，本研究では，企業の昇進選抜制度その
ものに焦点を当て，企業の国籍に対しては，コン
トロールをしなかった。

Ⅳ　検 証 結 果

　仮説 1～ 4を検証するために，アンケート調査
で収集したデータを用いて重回帰分析を行った。
分析結果のまとめは表 2のとおりである。また，
その際に使用した独立変数の平均値，標準偏差，
並びに変数間の相関関係は表 1のとおりである。
　モデル 1では，コントロール変数のみを投入し
た。予想どおり，職務満足度は強い有意を示した。
モデル 2では，それに加え，選抜スタイルを投入
した。選抜スタイルとローカルスタッフの組織コ
ミットメントとの間に，強い正の相関関係が見ら
れた（b＝.26，p＜0.01）。よって，仮説 1が検証さ
れた。
　モデル 3では，さらに分配的公正，相互関係的
公正並びに手続き的公正を追加投入した。その結
果，相互関係的公正および手続き的公正にそれぞ
れ組織コミットメントとの間に有意な相関関係が
見られ，他方，選抜スタイルの b値がモデル 2
での .26から .21まで下がり，よって，部分的で
はあるものの，相互関係的公正と手続き的公正の
メディエーター効果が実証され，仮説 3と 4が肯
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定された。ただ，強い有意を示した手続き公正
（b＝.36，p＜0.01）に対し，相互関係的公正と組織
コミットメントの相関関係はそれほど強くはな
かった（b＝.12，p＜0.05）。
　なお，分配的公正と組織コミットメントの間に
有意な相関関係が見られなかったため，仮説 2は
否定された。

Ⅴ　考察と結論

　まず，検証の結果から，上海では，多国籍企業
が決定的な昇進選抜を行うタイミングが遅いと認
識されるほど，従業員の組織コミットメントが高
くなることがわかった。前述したように，企業が
遅い昇進選抜スタイルを実施すると，従業員の持

表 1　記述統計と相関
mean s.d. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1.性　別 0.53 0.50

2.年　齢 27.20 4.38 -.22＊＊

3.婚姻状況 0.25 0.50 -.20＊＊ .47＊＊

4.教育水準 3.95 0.64 -.03 -.19＊＊ -.02

5.勤続年数 5.01 4.44 -.21＊＊ .93＊＊ .44＊＊ -.30＊＊

6.転職回数 1.34 1.59 -.03 .16＊ .14＊ -.23＊＊ .23＊＊

7.月　収 3.88 1.83 -.16＊ .33＊＊ .24＊＊ .32＊＊ .32＊＊ .08

8.職務満足度 3.21 0.73 -.11 -.06 .01 .16＊ -.10 -.03 .18＊＊

9.選抜スタイル 2.27 2.30 .10 .09 -.06 -.05 .08 -.13 .09 .00

10.分配的公正 2.75 0.93 -.05 .02 .08 .03 -.02 .00 .19＊＊ .56＊＊ .10＊

11.相互関係的公正 1.93 0.69 .00 .04 .06 .04 .07 .02 .11 .26＊＊ -.40＊ .57＊＊

12.手続き的公正 2.60 0.97 .00 .00 .08 -.02 -.04 .06 .03 .53＊＊ .01＊ .67＊＊ .33＊

　注： n＝173。 

教育水準：1＝高卒，2＝専門学校卒，3＝大卒，4＝修士，5＝博士。
月収（単位：人民元）：1＝2000以下，2＝2000～4000，3＝4000～5000，4＝5000～6000，5＝6000～8000，6＝8000～10000，7＝

10000以上。
＊p＜0.05，＊＊p＜0.01。

表 2　組織コミットメントを従属変数とする重回帰分析の結果
R2 △R2 △F b

モデル 1：コントロール変数 0.30 0.30 13.97＊＊

性別（ダミー変数） 0.00

年　齢 0.12

婚姻状況（ダミー変数） -0.02

教育水準 0.02

勤続年数 -0.02

転職回数 -0.06

月　収 -0.16＊

職務満足度 0.30＊＊

モデル 2：選抜スタイル 0.36 0.06 1.84＊＊ 0.21＊＊

モデル 3：分配的公正 0.52 0.16 4.16＊＊ 0.07

相互関係的公正 0.12＊

手続き的公正 0.36＊＊

注： bの値はモデル 3の結果を示している。 
教育水準および月収の定義は表 1と同じ。 
＊p＜0.05，＊＊p＜0.01
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続的コミットメントが高くなると考えられる。さ
らに，持続的コミットメントの働きにより，自発
的離職意思が低下し，勤続年数が次第に上昇する
と推測できよう。そして，勤続年数の上昇につれ，
従業員個人の組織への帰属感も強くなり，その結
果，愛着的コミットメントの上昇にも繋がると考
えられよう。その意味では，企業にとって，遅い
昇進スタイルを実施することで，人材の流失の防
止効果のみならず，従業員のジョブ・パフォーマ
ンス並びに業績への寄与も期待できよう。
　他方，この結果から，今回の調査対象である中
国上海のホワイトカラー・ローカルスタッフが，
比較的に遅い昇進選抜スタイルに好意的であり，
そのうえ，全体的に安定志向に偏る傾向が窺える。
その背景には，中国全土の不動産価格の異常な高
騰ぶりがあげられる。中国では，日本と違い，結
婚時に住居を購入するのが一般的である。上海社
会保障局公表データ（2011）に基づき，下記の試
算をみてみよう。仮に夫婦が共働きで，両方の年
収合わせて 93,514元になり（2011年時点の上海で
働く従業員の平均年収× 2），そして市内非都心部
に位置する 95㎡のマンションを購入すると，価
格が 223万元（2011年 11月時点の上海市の住宅の
1㎡あたりの平均価格 23,555元× 95㎡）を超え，住
宅価格の対世帯年収入比が 24年分に達する。こ
の深刻な現実に対して，政府はさまざまな行政政
策および金融政策を実施し，できる限りバブルを
抑えようとしたが，今後において大幅な住宅価格
の下落の見込みは恐らくないと予測されている。
そのため，今回の調査対象の年齢層が 20歳代後
半に集中していたにもかかわらず（平均値 27.20歳，
s.d.＝4.38），転職に対して慎重な態度を示し，収
入より雇用の安定を重要視することになるであろ
う。他方，上海には確かに発達した外部労働市場
が存在しているが，ここ数年の新卒増加による新
卒就職困難および初任給の低下傾向が，若者たち
の安易に転職するという行動モードに歯止めをか
けていると指摘されている（中智，2012）。もちろ
ん，離職意思から，実際の離職行動に至るには，
またそのほかにもさまざまな外的要素並びに内的
要素があるが，上海の経済環境を総合的に考える
と，上記の 2点が特に大きくかかわるであろう。
　次に，一部ではあるものの，手続き的公正に対
する認知度が，該当従業員の昇進選抜スタイルに

対する認知と組織コミットメントとの正の相関関
係を媒介していることが検証された。手続き的公
正が，配分の決定手続きに対して要求される公正
だけではなく，従業員自身が意思決定に参加でき
るかどうかも重要な指標の 1つである（Thibaut 

and Walker, 1978）。
　そして，手続き的公正ほど強くはないが，相互
関係的公正も媒介効果において，有意な結果を示
した。相互関係的公正に対する認知度を左右する
最も重要な指標は，従業員の上司，特にスーパー
バイザーが該当従業員を評価する際に，公正で 
あるかどうかということである（Bies and Moag, 

1986）。ただ，ここで注意すべきなのが，平均値
（5点満点）において，分配的公正の 2.75，手続き
的公正の 2.60に対し，相互関係的公正はわずか
1.93に留まった。言い換えると，上海の多国籍企
業全般において，部下を評価する際に，権力の濫
用が存在する，もしくは少なくともそのように従
業員に感じさせていることがわかった。したがっ
て，今回の検証結果について，従業員が相互関係
的公正を重要視していないのではなく，不正があ
まりにも普遍的な現象となって，彼らが「開き
直った」または「あきらめた」状態になっている
という解釈のほうが合理的であるかもしれない。
　一方，分配的公正に関しては，今回の調査にお
いては，媒介変数としての働きは見られなかった。
分配的公正は，おもに従業員が与えられた報酬に
着目し，その報酬の額が絶対的に（本人の業務内
容に比例して）そして相対的に（他の従業員と比較
して）公正であるかどうかについての認知である
（Adams, 1965）。したがって，仮説 2が否定された
おもな理由として考えられるのが，そもそも独立
変数である昇進選抜スタイルに直接関わっていな
いことであろう。昇進選抜は従業員に対する長期
的な総合評価に基づくのに対し，分配的公正が反
映するのが従業員の短期的な業績であり，両者が
ある程度関係しているが，必ず常に一致するとい
うわけではない。つまり，仮説 2自体に不合理な
部分があり，そこが本研究の 1つの反省点である。
したがって，この検証結果をもって，上海の多国
籍企業のローカルスタッフが収入自体並びに分配
的公正を重要視していないとは結論付けられない。
　総じて，組織公正の 3つの次元のいずれも，予
想していた媒介効果の一部しか発揮していなかっ
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た。その理由の 1つは，表 1で示したように，昇
進選抜スタイルに対する認知度との相関が，予想
より弱かったことが挙げられよう。しかし，仮説
3と 4が肯定されたことから，組織公正の影響力
を決して過小評価してはならない。多国籍企業に
とって，日本的昇進選抜スタイルの実施において，
従業員の意思決定への参加権利の保障および直接
上司が部下を評価する際の公正性の維持が，とり
わけ重要である。他方，安定志向の強い従業員に
対し，遅い昇進選抜スタイルを実施するとより有
効であることが今回の調査を通じてわかった。し
たがって，多国籍企業にとって，綿密な事前調査
を通じて，進出先の情報を収集し，現地の経済情
勢に適応する人材マネジメント策を選択するのが，
成功への鍵といえよう。

Ⅵ　問題点と今後の課題

　本研究では言及できなかったものの，従業員の
企業の人材マネジメント策に対する知覚が，企業
の設立年数や企業規模等の要素に影響される可能
性が十分考えられる。また，管理層に現地スタッ
フの占める割合をはじめ，現地子会社にどれぐら
い権限委譲ができているかということも，従業員
の組織コミットメントやモチベーションを大きく
左右するであろう。したがって，今後の課題は，
上記の変数を取り入れて，さらなるデータ収集お
よび分析を進めることであろう。
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